
 
 

 
 
 

 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

来年４月から自己都合退職者の基本手当の給付制限

の扱いが変わります 

◆改正雇用保険法が成立 

５月 10日、改正雇用保険法が成立しました。改正

項目は、育児休業に関する給付新設、教育訓練やリ・

スキリング支援の充実や雇用保険の適用拡大など、

多岐にわたります。（育児休業に関する給付新設を

含む子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律

案は参議院で審議中）。 

 

◆自己都合退職者の基本手当の給付制限はどう変わ

る？ 

令和７年４月１日から、法改正により、要件を満

たす公共職業訓練等を受ける受給資格者は給付制限

なく基本手当を受給できるようになります。 

また通達の改正により、正当な理由のない自己都

合離職者への基本手当の給付制限期間が１カ月に短

縮されます。ただし、短期で入退社を繰り返すのを

防止するため、５年間で３回以上正当な理由のない

自己都合退職を行った人の給付制限期間は３カ月と

されます。 

 

◆育児休業に関する新給付 

令和７年４月１日から、育児休業に関する２つの

給付が創設されます。 

出生後休業支援給付は、子の出生後間もない期間に

両親がともに 14日以上育児休業を取得した場合、休

業開始前の賃金の 13％が最大 28 日分、支給されま

す。 

育児時短就業給付は、２歳未満の子の養育のため

所定労働時間を短縮して短時間勤務を行う場合の賃

金減額分の一部を補助するもので、短時間勤務を開

始する前の賃金の約 10％が支給されます。 

 

 

ee～～ろろううむむ..nneett 

  

令和 6 年 6 月号 連絡先：〒160－0023  

東京都新宿区西新宿 4-1-10-205 
社会保険労務士事務所ＮＫサポート 

電 話：03-6304-2745  

FAX：03-6304-2744 

ｅ－ｍａｉｌ： info@e-606.net 
  

 （い い 労 務） 

◆雇用保険の適用拡大 

令和 10年 10月１日から、「31日以上継続して雇

用されることが見込まれ」かつ「１週間の所定労働

時間が 10時間以上」の労働者が雇用保険に加入する

こととなります。被保険者資格取得手続を行う機会

が大幅に増えるほか、基本手当の受給や離職票の作

成にも影響が及ぶため、今後の情報を注意深く確認

する必要があります。 
【厚生労働省「雇用保険法等の一部を改正する法律案（令和

６年２月９日提出）」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/topics/bukyoku/soumu/hour

itu/213.html 

【同省「労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会報告」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000107715_00006.h

tml 

 

2025年卒大学生の就職意識の動向 

株式会社マイナビが、2025 年卒大学生の就職意識

調査の結果を発表しました。この調査は、学生の就

職意識や就職活動全体の動向を把握することを目的

に、1979年卒より毎年実施されています。調査結果

の概要は以下のとおりです。 

◆就職観 

「楽しく働きたい」が 38.9％（前年同値）で最多

でした。増加幅が最も大きかったのは「個人の生活

と仕事を両立させたい」で、前年比 1.7 ポイント増

の 24.5％でした。プライベートも充実させながら、

無理なく働きたいという若者が多いことがわかりま

す。 

 

◆企業志向 

大手企業志向が 53.7％で前年比 4.8ポイント増と

なり、３年ぶりに半数を超えました。最も多かった

回答は、「自分のやりたい仕事ができるのであれば

大手企業がよい」でした（43.9％）。やりたい仕事

ができるかどうか、という職種に対する関心の高さ

がうかがえます。 

◆企業選択のポイント 

「安定している会社」が 49.9％で６年連続最多と

なりました。「給料が良い会社」も３年連続で増加

（23.6％）しました。待遇や働く環境への安心感を

求める傾向が読み取れます。 

 

◆行きたくない会社 

「ノルマがきつそうな会社」が 38.9％で最多でし

た。また、「転勤が多い会社」も４年連続で増加し、

初めて３割を超えました。共働きが増える中で、ラ

イフスタイルの変更を余儀なくされる転勤への抵

抗感が高まっています。 

その他、調査結果の詳細は以下をご覧ください。 
【株式会社マイナビ「マイナビ 2025 年卒大学生就職意識調

査」】 
https://career-research.mynavi.jp/reserch/20240416_74

092/ 

 

６月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 

3 日 

○労働保険の年度更新手続の開始〈７月 10 日まで〉 

［労働基準監督署］ 

10 日 

〇源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○雇用保険被保険者資格取得届の提出〈前月以降に

採用した労働者がいる場合〉 

［公共職業安定所］ 

○特例による住民税特別徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

７月 1 日 

〇個人の道府県民税・市町村民税の納付〈第 1 期分〉

［郵便局または銀行］ 

○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］  

〇労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

〇外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）雇入れ・離職の翌月末日［公共職業安定所］ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/topics/bukyoku/soumu/houritu/213.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/topics/bukyoku/soumu/houritu/213.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000107715_00006.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000107715_00006.html
https://career-research.mynavi.jp/reserch/20240416_74092/
https://career-research.mynavi.jp/reserch/20240416_74092/

